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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　３相のうちパルス幅変調信号に応じたパルス電圧を印加する２相を、非通電相に誘起さ
れるパルス誘起電圧に基づく位置情報に応じて切り替えるブラシレスモータの駆動装置で
あって、
　モータ回転速度の低下に応じて、パルス電圧を印加する相の切り替えタイミングを進角
する、ブラシレスモータの駆動装置。
【請求項２】
　前記パルス幅変調信号のデューティ比が設定値を下回らないように制限する、請求項１
記載のブラシレスモータの駆動装置。
【請求項３】
　モータ回転速度の低下に応じて、前記パルス幅変調信号のデューティ比を前記設定値よ
りも高い第１デューティ比と前記設定値を下回る第２デューティ比とに周期的に切り替え
て平均デューティ比を前記設定値よりも低くする、請求項２記載のブラシレスモータの駆
動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ブラシレスモータの駆動装置に関し、３相ブラシレスモータをセンサレスで
駆動する駆動装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、３相同期電動機において、パルス電圧によって誘起される非通電相の
誘起電圧（パルス誘起電圧）を検出し、この誘起電圧と基準電圧とを比較し、該比較の結
果に応じて通電モードを順次切り替えていく、同期電動機の駆動システムが開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－１８９１７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、非通電相のパルス誘起電圧は、パルス状の電圧を２相に印加している間にお
いて検出するが、電圧印加の開始直後にはパルス誘起電圧が振れるため、パルス電圧のデ
ューティ比が小さいと（電圧印加時間であるパルス幅が短いと）、前記振れ期間内でパル
ス誘起電圧をサンプリングしてしまい、これによってパルス誘起電圧を誤検出し、通電モ
ードの切り替えタイミングを誤判定してしまう可能性があった。
【０００５】
　また、非通電相のパルス誘起電圧は、パルス電圧のデューティ比によって大きさが変化
し、デューティ比が小さいと、電圧検出の分解能を下回る電圧になってしまい、通電モー
ドの切り替えタイミングの判定が不能になってしまう可能性があった。
　一方で、モータの回転速度を低下させるためには、デューティ比を小さくする必要があ
るため、脱調の発生を抑制しつつモータ回転速度を低下させることが困難であった。
【０００６】
　本発明は上記問題点に鑑みなされたものであり、脱調の発生を抑制しつつ、ブラシレス
モータを低回転速度で駆動できる駆動装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　そのため、本願発明では、モータ回転速度の低下に応じて、パルス電圧を印加する相の
切り替えタイミングを進角するようにした。
【発明の効果】
【０００８】
　上記発明によると、パルス電圧を印加する相の切り替えタイミングを進角すると、同じ
デューティ比でのモータトルクが減ってモータ回転速度が低下するので、脱調の発生を抑
制しつつモータ回転速度をより低下させることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施形態における油圧ポンプシステムの構成を示すブロック図である。
【図２】本発明の実施形態におけるモータ制御装置及びブラシレスモータの構成を示す回
路図である。
【図３】本発明の実施形態におけるブラシレスモータの矩形波駆動制御のプロセスを示す
フローチャートである。
【図４】本発明の実施形態における間引き矩形波駆動制御でのパルス幅（デューティ比）
の設定特性を説明するためのタイムチャートである。
【図５】本発明の実施形態における矩形波駆動制御の切り替え特性を説明するための線図
である。
【図６】本発明の実施形態における間引き矩形波駆動制御でのデューティ比の演算プロセ
スを示すフローチャートである。
【図７】本発明の実施形態における通電モード及び標準の切り替えタイミングを示す線図
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である。
【図８】本発明の実施形態における標準の切り替えタイミングでの回転子の位置及び励磁
磁束の方向を示す図である。
【図９】本発明の実施形態における標準の切り替えタイミングでの発生トルクの特性を示
す線図である。
【図１０】本発明の実施形態における切り替え電圧と切り替えタイミングとの相関を示す
線図である。
【図１１】本発明の実施形態における１５deg進角した切り替えタイミングでの回転子の
位置及び励磁磁束の方向を示す図である。
【図１２】本発明の実施形態における切り替えタイミングを１５deg進角した時のモータ
トルクを示す図である。
【図１３】本発明の実施形態における切り替えタイミングを３０deg進角した時のモータ
トルクを示す図である。
【図１４】本発明の実施形態における切り替えタイミングを６０deg進角した時のモータ
トルクを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に本発明の実施の形態を説明する。
　図１は、ブラシレスモータの駆動装置の適用例として、自動車用の自動変速機の油圧ポ
ンプシステムを示すブロック図である。
　図１に示す油圧ポンプシステムは、変速機構（ＴＭ）７やアクチュエータ８にオイルを
供給するオイルポンプとして、図外のエンジン（内燃機関）の出力により駆動される機械
式オイルポンプ６と、モータで駆動される電動オイルポンプ１とを備えている。
【００１１】
　そして、電動オイルポンプ１は、例えば、エンジンがアイドルストップによって停止さ
れたときに作動され、変速機構７やアクチュエータ８に対するオイルの供給を行い、アイ
ドルストップ中における油圧の低下を抑制する。
　電動オイルポンプ１は、ブラシレスモータ（３相同期電動機）２により駆動され、ブラ
シレスモータ２は、モータ制御装置（ＭＣＵ）３により、ＡＴ制御装置（ＡＴＣＵ）４か
らの指令に基づいて制御される。モータ制御装置３は、ブラシレスモータ２を駆動する駆
動装置である。
【００１２】
　ブラシレスモータ２で駆動される電動オイルポンプ１は、オイルパン１０のオイルを、
オイル配管５を介して変速機構７やアクチュエータ８に供給する。
　エンジン運転中は、エンジンで駆動される機械式オイルポンプ６が作動し、機械式オイ
ルポンプ６から変速機構７やアクチェータ８に対してオイルが供給され、このとき、ブラ
シレスモータ２はオフ状態（停止状態）であって、逆止弁１１によって電動オイルポンプ
１に向かうオイルの流れは遮断される。
【００１３】
　一方、エンジンがアイドルストップによって一時的に停止すると、機械式オイルポンプ
６が停止し、オイル配管９内の油圧が低下するので、エンジンがアイドルストップによっ
て停止するときに、ＡＴ制御装置４がモータ起動の指令をモータ制御装置３に送信する。
　モータ起動指令を受けたモータ制御装置３は、ブラシレスモータ２を起動させて電動オ
イルポンプ１を回転させ、電動オイルポンプ１によるオイルの圧送を開始させる。
【００１４】
　そして、機械式オイルポンプ６の吐出圧が低下する一方で、電動オイルポンプ１の吐出
圧が設定圧を越えると、逆止弁１１が開弁し、オイルは、オイル配管５、電動オイルポン
プ１、逆止弁１１、変速機構７、アクチェータ８、オイルパン１０の経路を通って循環す
るようになる。
【００１５】
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　なお、上記の自動車用自動変速機の油圧ポンプシステムは、ブラシレスモータを適用す
るシステムの一例であり、ブラシレスモータをアクチュエータとして用いる種々のシステ
ムに本願発明に係る駆動装置を適用することができる。
　例えば、ブラシレスモータは、ハイブリッド車両などにおいてエンジンの冷却水の循環
に用いる電動ウォータポンプを駆動するブラシレスモータとすることができ、ブラシレス
モータが駆動する機器をオイルポンプに限定するものではなく、また、ブラシレスモータ
を自動車に搭載されるモータに限定するものではない。
【００１６】
　図２は、ブラシレスモータ２及びモータ制御装置（駆動装置）３の一例を示す回路図で
ある。
　モータ制御装置３は、モータ駆動回路２１２と、マイクロコンピュータを備えた制御器
２１３とを備え、制御器２１３はＡＴ制御装置４との間で通信を行う。
　ブラシレスモータ２は、３相ＤＣブラシレスモータ（３相同期電動機）であり、Ｕ相、
Ｖ相及びＷ相の３相巻線２１５ｕ、２１５ｖ、２１５ｗを、図示省略した円筒状の固定子
に備え、該固定子の中央部に形成した空間に永久磁石回転子（ロータ）２１６を回転可能
に備える。
【００１７】
　モータ駆動回路２１２は、逆並列のダイオード２１８ａ～２１８ｆを含んでなるスイッ
チング素子２１７ａ～２１７ｆを３相ブリッジ接続した回路と、電源回路２１９とを有し
ており、スイッチング素子２１７ａ～２１７ｆは例えばＦＥＴで構成される。
　スイッチング素子２１７ａ～２１７ｆの制御端子（ゲート端子）は、制御器２１３に接
続され、制御器２１３は、スイッチング素子２１７ａ～２１７ｆのオン、オフをパルス幅
変調ＰＷＭによって制御する。
【００１８】
　ブラシレスモータ２の駆動制御は、回転子の位置情報を検出するセンサを用いないセン
サレスで行われ、更に、モータ回転速度に応じて、正弦波駆動と矩形波駆動とを切り替え
る。
　正弦波駆動は、各相に正弦波電圧を加えてブラシレスモータ２を駆動する方式である。
この正弦波駆動では、回転子が回転することによって発生する誘起電圧（速度起電圧）か
ら回転子の位置情報を得る一方、速度起電圧による回転子位置の検出周期の間で、モータ
回転速度に基づき回転子位置を推定し、推定した回転子位置とPWMデューティとから、３
相出力設定値を算出し、相間電圧の差で電流の向きと強さとを制御して、３相交流電流を
流す。
【００１９】
　また、矩形波駆動は、３相のうちでパルス電圧を印加する２相の選択パターン（通電モ
ード）を所定の切り替えタイミングに従って順次切り替えることでブラシレスモータ２を
駆動する方式である。この矩形波駆動では、通電相に対するパルス状の電圧印加によって
非通電相の誘起される電圧（変圧器起電圧、パルス誘起電圧）から回転子の位置情報を得
て、通電モードの切り替えタイミングを検出する。
　ここで、正弦波駆動において位置検出のために検出する速度起電圧は、モータ回転速度
の低下に伴って出力レベルが低下するため、低回転域では位置検出の精度が低下する。一
方、矩形波駆動において位置検出のために検出するパルス誘起電圧は、モータ停止状態を
含む低回転域においても位置情報を検出できる。
【００２０】
　そこで、正弦波駆動で位置情報を十分な精度で検出できる高回転域（設定値よりもモー
タ回転速度が高い領域）では、正弦波駆動でブラシレスモータ２を駆動し、正弦波駆動で
は十分な精度で位置情報を検出できない低回転域（設定値よりもモータ回転速度が低い領
域、起動時を含む）では、矩形波駆動でブラシレスモータ２を駆動するようにしてある。
　そして、ブラシレスモータ２のＰＷＭ制御においては、モータ回転速度の検出値と、目
標モータ回転速度との偏差に応じてＰＷＭ制御のデューティ比を決定することで、実際の
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モータ回転速度を目標モータ回転速度に近づける。
【００２１】
　以下では、本発明の特徴である、ブラシレスモータ２の矩形波駆動制御について詳述す
る。
　制御器２１３は、通電モードの切り替えタイミングを判定するためのパルス誘起電圧の
閾値を変更することで、切り替えタイミングを進角し、切り替えタイミングの進角によっ
てモータ回転速度を低下させる機能を有している。
【００２２】
　更に、制御器２１３は、上記の進角制御機能と共に、位置情報の検出頻度を低下させる
ことで、パルス毎に位置情報の検出を行わせる場合に比べて平均デューティ比を低下させ
てモータ回転速度を低下させる機能を有する。
　そして、制御器２１３は、目標回転速度若しくは実モータ回転速度の低下に応じて、前
記切り替えタイミングの進角制御及び平均デューティ比を低下させる制御を実施すること
で、ブラスレスモータ２の回転速度の制御域をより低回転側に拡大する。
【００２３】
　図３のフローチャートは、制御器２１３によって実施される矩形波駆動制御のプロセス
の一例を示す。尚、図３のフローチャートに示すルーチンは、所定微小時間毎に制御器２
１３によって実行される。
　まず、ステップＳ３０１では、矩形波駆動のパルス毎にパルス誘起電圧の検出を行い、
当該パルス誘起電圧の検出値と、通電モードの切り替えタイミングに相当する設定電圧（
閾値）とを比較し、パルス誘起電圧の検出値が設定電圧を横切ったときに通電モードの切
り替えを行う、矩形波駆動制御でブラシレスモータ２を駆動する。なお、このステップＳ
３０１での矩形波駆動制御を、以下では、標準の矩形波駆動制御と称する。
【００２４】
　ステップＳ３０２では、標準の矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度を目標
回転速度にまで低下させることができない状態であるか否かを判定する。
　標準の矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度を目標回転速度にまで低下させ
ることができない状態とは、パルス幅変調（ＰＷＭ）信号のデューティ比Ｄ（％）を下限
値Ｄminまで低下させても、モータトルクが過剰で、モータ回転速度が目標回転速度より
も高い状態を維持してしまう状態である。
【００２５】
　ここで、前述の下限値Ｄminについて詳述する。
　矩形波駆動では、前述のように、通電相に対するパルス状の電圧印加によって非通電相
に誘起されるパルス誘起電圧に基づき回転子の位置情報を得るが、電圧印加の開始直後に
はパルス誘起電圧が振れるため、通電モードの切り替えタイミングを正しく検出すること
ができない。
【００２６】
　そこで、電圧印加の開始直後のパルス誘起電圧の振れ期間（リンギング期間）を避けて
、つまり、電圧印加の開始から所定時間以上経過してからパルス誘起電圧を検出する必要
があり、パルス誘起電圧の振れ期間（リンギング期間）よりも長い電圧印加時間となるデ
ューティ比Ｄ（％）とする必要がある。
　また、デューティ比Ｄ（電圧印加時間）が小さいと、パルス誘起電圧の出力レベルが低
下し、通電モードの切り替えタイミングの検出（位置情報の検出）が不能になったり、切
り替えタイミングの検出精度が低下したりする可能性がある。
【００２７】
　そこで、振れ期間を避けてパルス誘起電圧の検出が行える最小電圧印加時間を確保でき
るデューティ比Ｄと、切り替えタイミングの検出に必要な最小レベルのパルス誘起電圧を
発生させることができるデューティ比Ｄとのうちの大きい方を、下限値Ｄminとして設定
する。
　そして、目標回転速度に実際の回転速度を近づけるために演算したデューティ比Ｄが、
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下限値Ｄminよりも低い場合には、最終的にＰＷＭ制御に用いるデューティ比Ｄに下限値
Ｄminをセットすることで、ＰＷＭ制御におけるデューティ比Ｄが下限値Ｄminを下回らな
いように制限する。
【００２８】
　従って、デューティ比Ｄ＝下限値Ｄminであるときのモータ回転速度が、標準の矩形波
駆動制御において実現可能な最低モータ回転速度となる。このため、最低モータ回転速度
を上回る目標回転速度については、下限値Ｄminを超える範囲でのデューティ比Ｄの変更
によって実際のモータ回転速度を近づけることができる。一方、最低モータ回転速度を下
回る目標回転速度が設定された場合には、標準の矩形波駆動制御では、目標回転速度にま
でモータ回転速度を下げることができない。
【００２９】
　つまり、ステップＳ３０２で、標準の矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度
を目標回転速度にまで低下させることができる状態であると判定されるのは、下限値Ｄmi
nに応じた最低モータ回転速度を上回る目標回転速度が設定されている場合である。
　また、ステップＳ３０２で、標準の矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度を
目標回転速度にまで低下させることができない状態であると判定されるのは、下限値Ｄmi
nに応じた最低モータ回転速度を下回る目標回転速度が設定されている場合である。
【００３０】
　ステップＳ３０２で、標準の矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度を目標回
転速度に収束させることができていると判定すると、そのまま本ルーチンを終了させるこ
とで、標準の矩形波駆動制御を継続させる。
　一方、ステップＳ３０２で、デューティ比Ｄが下限値Ｄminになっていて、かつ、実際
のモータ回転速度が目標回転速度よりも高い状態が設定時間以上継続している場合には、
標準の矩形波駆動制御ではブラシレスモータ２の回転速度を目標回転速度にまで低下させ
ることができない状態であると判定して、ステップＳ３０３へ進む。
　なお、デューティ比Ｄ＝下限値Ｄminの状態で、かつ、実際のモータ回転速度＞目標回
転速度であることを条件として、ステップＳ３０３に進ませることができ、また、最低モ
ータ回転速度を基準に設定した判定速度（判定速度≧最低モータ回転速度）よりも目標回
転速度が低くなったときに、ステップＳ３０３に進ませることができる。
【００３１】
　ステップＳ３０３では、デューティ比Ｄに応じたパルス幅での電圧印加をＰＷＭ制御周
期毎に行い、パルス毎にパルス誘起電圧の検出を行う標準の矩形波駆動制御から、本願に
おいて間引き矩形波駆動制御と称する制御に移行させる。
　間引き矩形波駆動制御とは、デューティ比Ｄを、パルス毎に、下限値Ｄminと同じ若し
くは下限値Ｄminよりも大きな値の第１デューティ比Ｄ１と、下限値Ｄminを下回る第２デ
ューティ比Ｄ２とに周期的に切り替えて、平均デューティ比Ｄavが下限値Ｄminを下回る
ように制御し、第１デューティ比Ｄ１のときにパルス誘起電圧の検出を行わせ、第２デュ
ーティ比Ｄ２のときにパルス誘起電圧の検出を行わない（検出値を取得しても通電モード
の切り替え判定に用いないことを含む）制御である。
【００３２】
　つまり、間引き矩形波駆動制御は、ブラシレスモータ２の位置情報の検出をパルス毎に
毎回行うのではなく、パルスＮ回当たり１回の割合で間引いて行う制御であり、位置情報
の検出を間引いて行うことで、位置情報の検出を行わない周期のときに、下限値Ｄminを
下回る第２デューティ比Ｄ２に設定することを可能とし、平均デューティ比Ｄavが下限値
Ｄminを下回るデューティ比Ｄとする制御である。
【００３３】
　換言すれば、回転子の位置情報を検出するためにパルス誘起電圧の検出する場合には、
デューティ比Ｄを下限値Ｄmin以上とする必要があるが、位置情報の検出のためのパルス
誘起電圧の検出を行わないのであれば、デューティ比Ｄを下限値Ｄmin以上とする必要は
なく、下限値Ｄminを下回るデューティ比Ｄの設定が可能であり、パルス誘起電圧の検出
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を行わないときに下限値Ｄminを下回るデューティ比Ｄとすることで、平均デューティ比
Ｄavを下限値Ｄmin未満とすることができる。そして、平均デューティ比Ｄavを下限値Ｄm
in未満とすれば、デューティ比Ｄを下限値Ｄminとする場合に比べてモータトルクが低下
し、モータ回転速度をより低下させることができる。
【００３４】
　図４は、間引き矩形波駆動制御におけるＰＷＭ信号の一例を示す。
　図４では、間引き度合（位置情報の検出頻度）を、ＰＷＭ周期のＮ回に１回だけ位置情
報の検出を行う場合のＮの値として規定する。
【００３５】
　図４（Ａ）は、Ｎ＝２とした例であり、回転子の位置検出を行った後は、１周期分だけ
回転子の位置検出を停止し、次の周期で回転子の位置検出を行うことを繰り返す。つまり
、下限値Ｄminを上回るデューティ比Ｄ１の設定と、下限値Ｄminを下回るデューティ比Ｄ
２の設定とを交互に繰り返すことで、平均デューティ比Ｄavを下限値Ｄmin未満とする例
である。
【００３６】
　また、図４（Ｂ）は、Ｎ＝３又はＮ＝４とした例であり、Ｎ＝３の場合、回転子の位置
検出を行った後は、２周期分だけ回転子の位置検出を停止し、次の周期で回転子の位置検
出を行うことを繰り返すことになる。つまり、Ｎ＝３の場合、下限値Ｄminを上回るデュ
ーティ比Ｄ１の設定を行った後は、下限値Ｄminを下回るデューティ比Ｄ２の設定を２パ
ルスだけ連続させることを繰り返すことで、平均デューティ比Ｄavを下限値Ｄmin未満で
あってＮ＝２の場合よりも低い値に設定できるようにする。
【００３７】
　また、Ｎ＝４の場合、回転子の位置検出を行った後は、３周期分だけ回転子の位置検出
を停止し、次の周期で回転子の位置検出を行うことを繰り返すことになる。つまり、Ｎ＝
４の場合、下限値Ｄminを上回るデューティ比Ｄ１の設定を行った後は、下限値Ｄminを下
回るデューティ比Ｄ２の設定を３パルスだけ連続させることを繰り返すことで、平均デュ
ーティ比Ｄavを下限値Ｄmin未満であってＮ＝２，３の場合よりも更に低い値に設定でき
るようにする。
【００３８】
　このように、Ｎの値が大きくするほど、回転子の位置情報（パルス誘起電圧）の検出頻
度が低くなり、平均デューティ比Ｄavをより低くすることができる。
　そして、Ｎ値を一定とする状態で、回転子の位置検出を行う周期でのデューティ比Ｄ（
つまり、第１デューティ比Ｄ１）を固定とし、回転子の位置検出を行わない周期でのデュ
ーティ比Ｄ（つまり、第２デューティ比Ｄ２）を増減することで、平均デューティ比Ｄav
を変更することができる。
【００３９】
　なお、Ｎの値は固定とすることができ、また、目標回転速度（又は実モータ回転速度）
が低くなるほど、より大きな値に変更することができる。
　目標回転速度（又は実モータ回転速度）が低くなるほど、Ｎの値をより大きな値に変更
し、検出頻度を低下させる構成であれば、通電モードの切り替えタイミングの検出遅れが
大きくなってしまうことを抑制しつつ、より低回転域までモータ回転速度を低下させるこ
とができる。
【００４０】
　図５は、標準の矩形波駆動制御でのデューティ比Ｄと、間引き矩形波駆動制御でのデュ
ーティ比Ｄとの違いを説明するための図である。
　標準の矩形波駆動制御では、ＰＷＭ周期毎に同じデューティ比Ｄで制御するから、実現
可能な最低デューティ比Ｄ（最低平均デューティ比Ｄav）は下限値Ｄminとなる。
【００４１】
　これに対し、間引き矩形波駆動制御では、例えば、位置検出を行うパルスでの第２デュ
ーティ比Ｄ２を下限値Ｄminに保持し、位置検出を行わないパルスの第２デューティ比Ｄ
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２を下限値Ｄminから低下させることで平均デューティ比Ｄavが下がり、第２デューティ
比Ｄ２を０％としたときの平均デューティ比Ｄavが、そのときの検出頻度（Ｎ値）で実現
できる最低平均デューティ比Ｄavminとなり、Ｎ＝２では、Ｄmin／２が最低平均デューテ
ィ比Ｄavminとなる。
【００４２】
　制御器２１３が実行する間引き矩形波駆動制御でのデューティ比Ｄの演算処理の一例を
、図６のフローチャートに基づき説明する。
　ステップＳ４０１では、実モータ回転速度と目標回転速度との偏差に基づき目標印加電
圧を決定し、次のステップＳ４０２では、目標印加電圧を与えるための目標デューティ比
Ｄtgを演算する。
【００４３】
　ステップＳ４０３では、目標デューティ比Ｄtgが下限値Ｄmin以上であるか否かを判断
する。
　目標デューティ比Ｄtgが下限値Ｄmin以上であれば、ＰＷＭ周期毎に目標デューティ比
Ｄtgのパルス幅を与えることで、ＰＷＭ周期毎に位置情報の検出が可能であるから、ステ
ップＳ４０４へ進み、目標デューティ比ＤtgをそのままＰＷＭ周期毎のデューティ比Ｄに
設定する。
【００４４】
　一方、目標デューティ比Ｄtgが下限値Ｄmin未満であれば、ステップＳ４０５に進み、
実モータ回転速度又は目標回転速度に応じて決定したＮ値に従って、回転子の位置情報の
検出タイミングを設定する。例えば、Ｎ＝２であれば、ＰＷＭ周期の２回に１回の割合で
、回転子の位置情報の検出を行わせる。
　次いで、ステップＳ４０６では、回転子の位置情報の検出を行うＰＷＭ周期における第
１デューティ比Ｄ１を下限値Ｄminに設定し、更に、ステップＳ４０７では、回転子の位
置情報の検出を行わないＰＷＭ周期における第２デューティ比Ｄ２（Ｄ２≧０％）を、Ｎ
値及び目標デューティ比Ｄtgに従って算出する。
【００４５】
　例えば、Ｎ＝２であれば、Ｄ２＝２×Ｄtg－Ｄminとして、回転子の位置情報の検出を
行わないＰＷＭ周期における第２デューティ比Ｄ２を算出し、また、Ｎ＝３であれば、Ｄ
１＋Ｄ２＋Ｄ２＝Ｄmin＋Ｄ２＋Ｄ２＝３×Ｄtgであり、Ｄ２＝（３×Ｄtg－Ｄmin）／２
として、回転子の位置情報の検出を行わないＰＷＭ周期の２周期における第２デューティ
比Ｄ２を算出する。
　つまり、ステップＳ４０７における、回転子の位置情報の検出を行わないＰＷＭ周期に
おける第２デューティ比Ｄ２（Ｄ２＜Ｄmin）は、Ｄ２＝（Ｎ×Ｄtg－Ｄmin）／（Ｎ－１
）として算出される。
【００４６】
　尚、Ｄ２＝（Ｎ×Ｄtg－Ｄmin）／（Ｎ－１）の演算において、「Ｎ×Ｄtg－Ｄmin」が
０以下になった場合には、回転子の位置情報の検出を行わないＰＷＭ周期における第２デ
ューティ比Ｄ２を０％に設定するものとする。これにより、最低平均デューティ比Ｄavmi
nは、Ｄavmin＝Ｄmin／Ｎとなる。
　また、回転子の位置情報の検出を行うＰＷＭ周期における第１デューティ比Ｄ１は、下
限値Ｄminよりも高い値に設定することができる。
【００４７】
　また、Ｎ値が３以上であって、回転子の位置情報の検出を行わないＰＷＭ周期が連続す
る場合に、第２デューティ比Ｄ２の値を異なる値に設定することができる。
　上記の間引き矩形波駆動制御では、回転子の位置検出をＰＷＭ周期毎に毎回行わずに間
引いて行うことで、平均デューティ比Ｄavを下限値Ｄminよりも低下させることができ、
Ｎ値を増やすことで平均デューティ比Ｄavをより低下させることができる。
【００４８】
　しかし、Ｎ値を増やすと、回転子の位置検出の頻度が低下することで、通電モードの切
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り替えタイミングの検出遅れが生じ、ブラシレスモータ２が脱調する可能性があり、Ｎ値
は、切り替えタイミングの検出遅れが許容範囲内となる値に制限する必要がある。
　換言すれば、切り替えタイミングの検出遅れによる脱調が発生しない範囲での最大Ｎ値
であるときの平均デューティ比Ｄavが、間引き矩形波駆動制御で制御可能な最小の平均デ
ューティ比Ｄavminとなって、この最小の平均デューティ比Ｄavminに制御したときのモー
タ回転速度が、間引き矩形波駆動制御によって実現可能な最低モータ回転速度となり、こ
の最低モータ回転速度を下回る目標回転速度に制御することはできない。
【００４９】
　図３のフローチャートのステップＳ３０３では、間引き矩形波駆動制御によってモータ
回転速度を目標回転速度に近づけるが、間引き矩形波駆動制御で実現可能な最低モータ回
転速度を下回る目標回転速度が設定されると、次のステップＳ３０４で、間引き矩形波駆
動制御でブラシレスモータ２の回転速度を目標回転速度にまで低下させることができない
状態であると判定されることになる。
　間引き矩形波駆動制御でブラシレスモータ２の回転速度を目標回転速度にまで低下させ
ることができない状態になると、ステップＳ３０５へ進み、間引き矩形波駆動制御と並行
して、通電モードの切り替えタイミングを進角させる制御を実施することで、間引き矩形
波駆動制御で実現可能な最低モータ回転速度を下回る目標回転速度にまでモータ回転速度
を低下させる。
【００５０】
　ステップＳ３０５における間引き矩形波駆動制御と切り替えタイミングの進角制御との
並行実施で実現可能な最低モータ回転速度を基準に、目標回転速度の設定範囲の下限値に
設定される。そして、標準の矩形波駆動制御で実現できないレベルにまで目標回転速度が
低下したときには、標準の矩形波駆動制御から間引き矩形波駆動制御に移行させ、更に、
間引き矩形波駆動制御で実現できないレベルにまで目標回転速度が低下したときには、間
引き矩形波駆動制御と切り替えタイミングの進角制御との併用に移行する。
【００５１】
　なお、間引き矩形波駆動制御において平均デューティ比Ｄavを最低値Ｄavminまで低下
させた状態で、かつ、実際のモータ回転速度＞目標回転速度であることを条件として、ス
テップＳ３０５に進ませることができ、また、間引き矩形波駆動制御で実現可能な最低モ
ータ回転速度を基準に設定した判定速度よりも目標回転速度が低くなったときに、ステッ
プＳ３０５に進ませることができる。
【００５２】
　上記のように、間引き矩形波駆動制御と進角制御とを併用すれば、標準の矩形波駆動制
御或いは間引き矩形波駆動制御では実現できない低回転にまでモータ回転速度を低下させ
ることができる。
　例えば、車両のオイルポンプやウォータポンプの場合、循環経路内における温度ばらつ
きの増大を抑えるための循環を行わせたい場合があり、この場合に、無用に高い回転速度
でモータを駆動することは、消費電力の増大や騒音の増大を招くことになり、必要な循環
量を確保できる程度の低速でモータを駆動させることが望まれる。このような場合に、間
引き矩形波駆動制御と進角制御とを併用して、モータ回転速度を十分に低下させることが
できれば、必要な循環量を確保しつつ、可及的に消費電力や騒音を抑制することができる
。
【００５３】
　以下では、切り替えタイミングの進角制御について詳述する。
　図７は、矩形波駆動制御における通電モードの切り替え制御であって、進角制御の非実
行時（標準の矩形波駆動制御又は間引き矩形波駆動制御）における標準の切り替えタイミ
ングを例示する。
【００５４】
　図７に示した例では、６通りの通電モード（１）～（６）を電気角６０deg毎に切り替
える。
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　６通りの通電モード（１）～（６）において、通電モード（１）ではＵ相からＶ相に向
けて電流を流し、通電モード（２）ではＵ相からＷ相に向けて電流を流し、通電モード（
３）ではＶ相からＷ相に向けて電流を流し、通電モード（４）ではＶ相からＵ相に向けて
電流を流し、通電モード（５）ではＷ相からＵ相に向けて電流を流し、通電モード（６）
ではＷ相からＶ相に向けて電流を流す。そして、電気角６０deg毎に、通電モード（１）
→通電モード（２）→通電モード（３）→通電モード（４）→通電モード（５）→通電モ
ード（６）→通電モード（１）→・・・の順で通電モードを順次切り替える。
【００５５】
　Ｕ相のコイルの角度位置を、回転子の基準位置（角度０deg）としたときに、通電モー
ド（３）から通電モード（４）への切り替えを行う回転子の角度位置を３０degとし、通
電モード（４）から通電モード（５）への切り替えを行う回転子の角度位置を９０degと
し、通電モード（５）から通電モード（６）への切り替えを行う回転子の角度位置を１５
０degとし、通電モード（６）から通電モード（１）への切り替えを行う回転子の角度位
置を２１０degとし、通電モード（１）から通電モード（２）への切り替えを行う回転子
の角度位置を２７０degとし、通電モード（２）から通電モード（３）への切り替えを行
う回転子の角度位置を３３０degとしてある。
【００５６】
　図８は、標準の切り替えタイミングでの回転子の位置と励磁磁束角度との相関の一例を
示す。
　図８（Ａ）は、回転子の角度位置が３３０degとなって通電モード（２）から通電モー
ド（３）に切り替えた状態であり、通電モード（３）に応じてＶ相からＷ相に向けて電流
を流すことで、回転子のＮ極を９０degの角度位置（コイル励磁磁束）に向けて回転させ
るトルクが発生する。
【００５７】
　通電モード（３）としたときの９０degの角度位置に向けた回転トルクは、図８（Ｂ）
に示す回転子のＮ極が０degの位置になったときに最大となり、図８（Ｃ）に示す回転子
の角度位置が３０degになったときに、通電モード（３）から通電モード（４）への切り
替えが行われる。
　そして、通電モード（４）では、図８（Ｄ）に示す回転子のＮ極を１５０degの角度位
置に向けて回転させるトルクが発生する。
【００５８】
　図９は、上記のような通電モードの切り替え制御（標準の切り替えタイミング）によっ
て発生するモータトルクの特性例を示す。即ち、通電モードの切り替えタイミングからモ
ータトルクは漸増し、切り替え周期の半分の３０degだけ回転した位置（通電モード（３
）では０degの位置）で最大トルクを示した後、次の切り替えタイミングまでの間で漸減
して切り替えタイミングで最小トルクとなることを繰り返し、切り替えタイミングから３
０degだけ回転した位置での最大トルクと、切り替えタイミングでの最小トルクとの中間
値が平均発生トルクとなる。
【００５９】
　通電モードの切り替えを行わせる角度位置の検出は、非通電相のパルス誘起電圧が、切
り替え電圧（閾値電圧）との比較に基づいて行われる。例えば、通電モード（２）に従っ
て通電を行っている場合には、非通電相であるＶ相に発生するパルス誘起電圧の検出値と
、通電モード（３）への切り替えを行う３３０degの角度位置でのパルス誘起電圧に基づ
き予め設定してある切り替え電圧（閾値電圧）との比較し、パルス誘起電圧の検出値が切
り替え電圧（閾値電圧）を横切ったときに、切り替えを行う３３０degの角度位置を検出
し、通電モード（２）から通電モード（３）への切り替えを行う。
　一方、通電モードの切り替えタイミングの進角制御では、通電モードの切り替えタイミ
ングの検出に用いる切り替え電圧（閾値電圧）の絶対値をより小さい値に変更することで
、標準の切り替えタイミングよりも進角した位置で通電モードの切り替えを行わせる。
【００６０】
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　図１０は、回転子の角度位置に対するパルス誘起電圧の変化を例示する図であって、パ
ルス誘起電圧が上昇変化し、切り替え電圧（切り替え電圧＞０Ｖ）に達した時点を、通電
モードの切り替えタイミングとして検出する場合を例示する。
　なお、通電モードに応じて切り替え電圧（閾値電圧）は、プラスの電圧又はマイナスの
電圧として設定され、マイナスの切り替え電圧が設定される通電モードでは、パルス誘起
電圧が減少変化して、マイナスの切り替え電圧を横切ったタイミングを、次の通電モード
への切り替えタイミングとして検出する。
【００６１】
　ここで、切り替え電圧として、通電モード（１）～（６）の切り替えを３０deg、９０d
eg、１５０deg、２１０deg、２７０deg、３３０degの位置で行う場合に対応する標準の切
り替え電圧Ｖthsが通電モード毎に決められ、制御器２１３のメモリに格納されている。
　そして、制御器２１３は、モータ回転速度を低下させるための切り替えタイミングの進
角制御を行わず、通電モード（１）～（６）の切り替えを３０deg、９０deg、１５０deg
、２１０deg、２７０deg、３３０degの位置で行わせる場合には、メモリに格納されてい
る標準の切り替え電圧Ｖthsとパルス誘起電圧の検出値とを比較して切り替えタイミング
の検出を行う。
【００６２】
　一方、制御器２１３は、通電モード（１）～（６）の切り替えを３０deg、９０deg、１
５０deg、２１０deg、２７０deg、３３０degの位置の位置よりも進角させた位置で行わせ
る場合には、標準の切り替え電圧Ｖthsの絶対値をより小さく変更した進角制御用の切り
替え電圧Ｖthavを設定し、この進角制御用の切り替え電圧Ｖthavとパルス誘起電圧の検出
値とを比較して切り替えタイミングの検出を行う。
【００６３】
　図１０は、パルス誘起電圧が上昇変化して切り替え電圧Ｖthを横切ったタイミングを、
通電モードの切り替えタイミングとして検出する通電モードにおける進角制御を示す。図
１０に示す例では、標準の切り替え電圧Ｖthsよりも小さい進角制御用の切り替え電圧Ｖt
hav（Ｖths＞Ｖthav＞０）を設定することで、パルス誘起電圧が標準の切り替え電圧Ｖth
sに達する前に進角制御用の切り替え電圧Ｖthavに到達することになり、切り替えタイミ
ングが標準の切り替え電圧Ｖthsと進角制御用の切り替え電圧Ｖthavとの差分に応じた角
度だけ進角することになる。
【００６４】
　図１１は、切り替えタイミングを１５degだけ進角した場合、つまり、通電モード（１
）～（６）の切り替えを１５deg、７５deg、１３５deg、１９５deg、２５５deg、３１５d
egの位置で行わせる例での回転子の位置と励磁磁束角度との相関を示す。
　図１１（Ａ）は、回転子の角度位置が標準の３３０degよりも１５degだけ進角した３１
５degとなったときに通電モード（２）から通電モード（３）に切り替えた状態であり、
通電モード（３）に応じてＶ相からＷ相に向けて電流を流すことで、回転子のＮ極を９０
degの角度位置に向けて回転させるトルクが発生する。
【００６５】
　通電モード（３）としたときの９０degの角度位置に向けた回転トルクは、図１１（Ｂ
）に示す回転子のＮ極が０degの位置になったときに最大となる。
　標準の切り替え制御では３０degになってから通電モード（４）への切り替えを行うが
、図１１に示す１５degの進角制御では、図１１（Ｃ）に示す１５degの角度位置で通電モ
ード（３）から通電モード（４）への切り替えを行う。係る通電モードの切り替えによっ
て、図１１（Ｄ）に示す回転子のＮ極を１５０degの角度位置に向けて回転させるトルク
が発生する。
【００６６】
　図１２は、上記のように通電モードの切り替えタイミングを１５degだけ進角制御した
場合に発生するモータトルクの一例を示す。
　例えば、通電モード（３）のときに、回転子のＮ極が０degの位置になったときにモー
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タトルクが最大となるのは、標準の切り替えタイミングでも１５degだけ進角した切り替
えタイミングでも同じであって、同等の最大トルクを示す。
【００６７】
　一方、切り替えタイミングを１５degだけ進角した場合、切り替えタイミングにおける
回転子の角度位置と切り替え後の通電モードでの励磁磁束角度との差（Ｎ極の向きと励磁
磁束角度とがなす角度）が、標準の切り替えタイミングである場合よりも進角した分だけ
拡大して１２０degから１３５degになり、通電モードの切り替え当初での発生トルクが、
標準の切り替えタイミングの場合よりも低下することになる。
　これにより、１５degの進角制御を行った場合には、最大トルクは標準の切り替えタイ
ミングとした場合と同等であるものの、平均モータトルクが標準の切り替えタイミングで
ある場合よりも低下する。
【００６８】
　図１３は、通電モードの切り替えタイミングを３０degだけ進角制御した場合、つまり
、通電モード（１）～（６）の切り替えタイミングを０deg、６０deg、１２０deg、１８
０deg、２４０deg、３００degとしたときに発生するモータトルクを示す。
　３０degの進角を行った場合も、例えば通電モード（３）のときには、回転子のＮ極が
０degの位置になったときにモータトルクが最大となるが、この最大トルクを示す位置で
通電モード（４）への切り替えが行われることになる。そして、通電モード（４）への切
り替えが行ったときには、励磁磁束角度が１５０degであるのに対し、回転子の角度位置
が０degの位置であって、切り替えタイミングにおける回転子の角度位置と切り替え後の
通電モードでの励磁磁束角度との差（Ｎ極の向きと励磁磁束角度とがなす角度）が１５０
degに拡大するため、切り替えタイミングでの最小トルクが、進角量が１５degである場合
よりも小さくなり、結果として、進角量が１５degである場合に比べて進角量を３０degと
したときの平均トルクが低くなる。
【００６９】
　図１４は、通電モードの切り替えタイミングを６０degだけ進角制御した場合、つまり
、例えば通電モード（２）から通電モード（３）への切り替えを３３０degから２７０deg
の位置に変更する場合に発生するモータトルクを示す。
　進角量が６０degであると、通電モードの切り替えタイミングにおけるＮ極の向きと励
磁磁束角度との正反対の向き（１８０degずれ）となってトルクが０となり、更に、Ｎ極
の向きと励磁磁束角度とがなす角度が９０degになる前に次の通電モードへの切り替えが
なされてしまうため、進角量が１５degや３０degである場合よりも最大トルクが低下する
。
　このため、進角量を６０degとした場合には、進角量が１５degや３０degである場合よ
りも更に平均トルクが低下することになる。
【００７０】
　このように、切り替えタイミングの進角制御においては、進角量が大きくなるほど平均
モータトルクはより大きく低下することになる。
　従って、間引き矩形波駆動制御によって平均デューティ比Ｄavを限界値まで低下させて
も、目標回転速度まで実際のモータ回転速度を低下させることができない場合に、通電モ
ードの切り替えタイミングを進角する（切り替え電圧の絶対値をより小さく変更する）進
角制御を実施することで、実際のモータ回転速度を目標回転速度まで低下させることが可
能となる。
【００７１】
　ここで、切り替え電圧の絶対値の減少量の制御による進角量の増減によって平均トルク
の減少量を調整することができるので、例えば、間引き矩形波駆動制御によって平均デュ
ーティ比Ｄavを限界値Ｄavminまで低下させた状態を保持したまま、実際のモータ回転速
度が目標回転速度に近づくように切り替え電圧の絶対値の減少量を制御することで、実際
のモータ回転速度を目標回転速度付近に収束させることができる。
　進角量（切り替え電圧の絶対値）は、予め目標デューティ比Ｄtg（目標印加電圧）毎に
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割り付けておき、そのときの目標デューティ比Ｄtgから進角量を求めて、当該進角量に従
って通電モードの切り替えタイミングを設定することができる。
【００７２】
　つまり、間引き矩形波駆動制御では、平均デューティ比Ｄavが目標デューティ比Ｄtgに
近づくように制御するが、間引き矩形波駆動制御における平均デューティ比Ｄavの下限Ｄ
avminを下回る目標デューティ比Ｄtgには追従することができない。そこで、平均デュー
ティ比Ｄavを下限値Ｄavminに保持させておき、この平均デューティ比Ｄavの下限値Ｄavm
inと目標デューティ比Ｄtgとの差分に相当する過剰トルク分を、通電モードの切り替えタ
イミングの進角制御で相殺させ、目標デューティ比Ｄtgの低下に対応するトルクを発生さ
せる。
【００７３】
　上述した、標準の矩形波駆動、間引き矩形波駆動、進角制御に使い分けを、図５を参照
しつつ詳述する。
　目標デューティ比Ｄtgが高い領域では、標準の矩形波駆動によりＰＷＭ周期毎に目標デ
ューティ比Ｄtgに一致するデューティ比Ｄで制御する。そして、目標デューティ比Ｄtgが
下限値Ｄminを下回るようになると、間引き矩形波駆動によって、下限値Ｄminに一致する
デューティ比Ｄによる制御と下限値Ｄminを下回るデューティ比Ｄによる制御とを繰り返
すことで実平均デューティ比Ｄavを目標デューティ比Ｄtg（Ｄtg＜Ｄmin）に一致させる
。
　更に、間引き矩形波駆動で制御可能な最低平均デューティ比Ｄavminを下回る目標デュ
ーティ比Ｄtgになると、最低平均デューティ比Ｄavminに保持したままで、通電モードの
切り替えタイミングを進角させることで、目標デューティ比Ｄtg（Ｄtg＜Ｄavmin）相当
のモータトルクを発生させる。
【００７４】
　上記実施形態で説明した各技術的思想は、矛盾が生じない限りにおいて、適宜組み合わ
せて使用することができる。
　また、好ましい実施形態を参照して本発明の内容を具体的に説明したが、本発明の基本
的技術思想及び教示に基づいて、当業者であれば、種々の変形態様を採り得ることは自明
である。
　例えば、上記に示した制御例では、モータ回転速度の低下に応じて、標準の矩形波駆動
→間引き矩形波駆動→間引き矩形波駆動＋切り替えタイミングの進角制御の順で切り替え
るようにしたが、例えば、標準の矩形波駆動→切り替えタイミングの進角制御→間引き矩
形波駆動＋切り替えタイミングの進角制御の順で切り替えることができる。
【００７５】
　なお、進角制御で発生するトルク変動よりも間引き矩形波駆動で発生するトルク変動の
方が小さく、間引き矩形波駆動で発生するモータ騒音よりも進角制御で発生するモータ騒
音の方が小さくなるという傾向がある。
　このため、標準の矩形波駆動→間引き矩形波駆動→間引き矩形波駆動＋切り替えタイミ
ングの進角制御の順で切り替えることがトルク変動の抑制に有効で、標準の矩形波駆動→
切り替えタイミングの進角制御→間引き矩形波駆動＋切り替えタイミングの進角制御の順
で切り替えることが騒音の抑制に有効である。
【００７６】
　また、ブラシレスモータ２が電動オイルポンプ１などの流体ポンプを駆動するアクチュ
エータである場合、オイルや水などの流体の粘度（粘性率）が高くポンプ負荷が高い場合
には、進角制御による脱調の可能性が高まるため、進角制御を禁止したり、進角量を小さ
く抑制したりすることで、脱調の発生を抑制することができる。
【００７７】
　また、モータ回転速度を増大させている過渡状態では、モータ回転速度が一定である定
常状態に比べて、進角制御による逆転の可能性が減るので、定常時に比べて進角量をより
大きくすることができる。一方、モータ回転速度を減少させている過渡状態では、モータ
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回転速度が一定である定常状態に比べて、進角制御による逆転の可能性が増えるので、定
常時に比べて進角量をより小さく抑制することで、逆転を抑制できる。
【００７８】
　また、モータ回転速度が高い場合には、低い場合よりも進角制御による逆転の可能性が
減るので、進角量をより大きくすることができる。
　また、ブラシレスモータ２の電源が車載バッテリである場合、他の機器と電源を共用す
ることになるため、電源電圧の変動が発生し易くなる。そして、電源電圧が変化すると、
同じ平均デューティ比でも発生トルクが変動し、標準の矩形波駆動、間引き矩形波駆動で
制御できるモータ回転速度の範囲が変動する。そこで、電源電圧の変動に応じて標準の矩
形波駆動から間引き矩形波駆動に移行させる回転速度、間引き矩形波駆動状態で進角制御
を開始させる回転速度を変更することができる。
【００７９】
　また、ブラシレスモータ２を起動させる場合には、間引き矩形波駆動＋切り替えタイミ
ングの進角制御で通電制御を開始させることができ、また、間引き矩形波駆動又は標準の
矩形波駆動で起動させた後、間引き矩形波駆動＋切り替えタイミングの進角制御に移行さ
せて起動状態での目標回転に収束させることができる。
【００８０】
　ここで、上記実施形態から把握し得る請求項以外の技術的思想について、以下に効果と
共に記載する。
（イ）
　前記第１デューティ比のパルスにおいて位置情報の取得を行い、前記第２デューティ比
のパルスにおいて位置情報の取得を行わない、請求項３記載のブラシレスモータの駆動装
置。
　上記発明によると、前記第２デューティ比のパルスにおいて位置情報の取得を行わない
ので、第１デューティ比に比べて第２デューティ比を小さくすることで、平均デューティ
比を前記設定値よりも小さくして、モータ回転速度を低下させることができる。
【００８１】
（ロ）
　前記第２デューティ比を０％にまで低下させた後、前記パルス電圧を印加する相の切り
替えタイミングを進角させてモータ回転速度を低下させる、請求項３記載のブラシレスモ
ータの駆動装置。
　上記発明によると、第２デューティ比を０％にまで低下させた状態での平均デューティ
比が最低の平均デューティ比となり、デューティ比の制御ではそれ以上にモータ回転速度
を低下させることができないので、通電モードの切り替えタイミングを進角して、モータ
回転速度を更に低下させる。
【００８２】
（ハ）
　前記パルス誘起電圧と設定電圧とを比較して、パルス電圧を印加する相の切り替えタイ
ミングを検出する構成であって、
　前記モータ回転速度の低下に応じて前記設定電圧を変更して前記切り替えタイミングを
進角する、請求項１から３のいずれか１つに記載のブラシレスモータの駆動装置。
　上記発明によると、パルス誘起電圧と比較する設定電圧の変更幅に応じて、切り替えタ
イミングの進角量が決定される。
【００８３】
（ニ）
　前記ブラシレスモータが、車両の流体ポンプを駆動するアクチュエータである、請求項
１から３のいずれか１つに記載のブラシレスモータの駆動装置。
　上記発明によると、車両の流体ポンプを駆動するアクチュエータとしてのブラシレスモ
ータを低回転で駆動することで、例えば、流体の循環などを少ない消費電力で行わせるこ
とができる。
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【００８４】
（ホ）
　前記第２デューティ比とする頻度をモータ回転速度の低下に応じて増大させる、請求項
３記載のブラシレスモータの駆動装置。
　上記発明によると、前記第２デューティ比とする頻度を低下させることで、平均デュー
ティ比をより低下させることが可能となり、平均デューティ比の低下に応じてモータ回転
速度を低下させることができる。
【符号の説明】
【００８５】
　１…電動オイルポンプ、２…ブラシレスモータ、３…モータ制御装置、２１２…モータ
駆動回路、２１３…制御器、２１５ｕ，２１５ｖ，２１５ｗ…巻線、２１６…永久磁石回
転子、２１７ａ～２１７ｆ…スイッチング素子
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